
事業評価個票（事業実施：令和２年度）

■ □ □ □ □ □
□ （ ）

項目

校 １０７

事業所管部局による評価・検証（令和３年７月）

令和４年度

上記実施方法とする理由：

全科目
全国学力・学習状況調査で正答率が全国平均以
上の科目数

教育基本法第16条により、地方公共団体は、その地域における教育の振興を図るた
め、その実情に応じた教育に関する施策を策定し、実施しなければならないため。

２０

名

令和２年度 令和３年度 令和４年度単位

目標値 科目

２０

課
題
・
改
善
点

・令和元年度の全国学力学習状況調査では、算数・数学と英語の結果に課題があった。本事業では、小中学校教員の外国語教育に関す
る研修会（計4回）を開催するとともに、学力向上推進会議教科部会で作成した評価問題を各学校で活用することで、学力向上のため
のＰＤＣＡサイクル実施による評価と改善を図ってきた。
・今後は、各グループの事業の推進にあたり、より一層の情報共有と連携強化に努め、令和３年度から新規に「新時代の英語教育事
業」を立ち上げるなどしながら、付けたい力を明確にした教科の本質に迫る授業による確かな学力の育成を推進していく。

≪活動指標≫①学力向上に向けて各学校に指導・助言を行う「学力向上支援チーム」の活動実績を設定。
　　　　　　②新たな課題への対応として、英語の学力向上等に向けた英語教育実践リーダーの育成を設定。
≪成果指標≫①第６次教育振興基本計画（後期計画）に基づき、文部科学省が毎年小６年児童と中３年生徒を悉皆調査している「全国学力・学習状況
              調査」のうち「全国平均以上の科目数」を設定（令和２年度は中止、令和３年度は一部の教科中止）。
　　　　　　②英語力を評価する国際指標であるCEFRにより、B2レベル（英検準一級程度）を有する教員の割合を設定

（様式２）

その他

令和５年度 令和６年度令和２年度令和３年度

義務教育課

令和２年度

名 ２０

令和５年度 令和６年度

８５ ８５

①全国学力・学習状況調査で正答率が全国平均以
上の科目数（H28：８科目中２科目）
※１　令和元年度から全国学力調査の国語及び算
数・数学のＡ問題とＢ問題が統合された
※２　令和元年度は中３で英語を実施（３年に１
回実施予定）

成果実績

事業の目的

総合発展計画実施
計画の位置付け

事業概要

第６次山形県教育振興計画（後期計画）（計画期間：令和２年度～令和６年度、以下「６
教振」という。）に掲げる「学びを生かす人」を育成するため、社会を生きぬく基盤とな
る確かな学力を育成するもの。

(1) 学力向上支援チームの設置
　指導主事と学力支援アドバイザーからなる学力向上支援チームが学校を訪問し、
  各校の課題に応じた指導・助言を実施。
(2) 学力向上推進会議の設置
　会議（年１回）：外部有識者による県学力向上施策の評価と改善。
　検討部会（年２回）：算数・数学及び英語評価問題の作成、配布、実施。
(3) ＩＣＴ活用による学習活動の充実
　小４校、中４校の計８校をＩＣＴ教育推進拠点校に指定し、大型提示装置、
  実物投影機、タブレット等を活用した効果的な指導法の実証を行う。
　授業公開、実践事例集による効果的な指導法の普及。
(4) 「探究型学習」の推進
 「探究型学習」の成果検証のための山形県学力等調査（小５・中２）を実施。
 「探究型学習」の充実を図るために、各教育事務所で地区研修会を開催。
(5) 科学の甲子園ジュニア山形県予選会（１次・２次）の開催
  中学生を対象に、実験や工作等の実技を伴う探究的・課題解決的な競技を実施。
(6) 英語教育関連事業の推進
　・新学習指導要領の実施に向けた取組みの拠点（県内５中学校区）で実践を普及。
　　（英語教育実践リーダーによる授業の実践と、各学校への共有）
　・小学校の教員が英語二種免許を取得するための免許法認定講習を実施。

政策の柱、
政策

施策

目標指標

[政策の柱１] 次代を担い地域を支える人材の育成・確保
[政策１] 学校教育の充実

[施策１] 基礎学力と応用力を培い、向上させる教育の充実
[施策３] 社会の変化に対応して自立する力を伸ばす教育の充実

令和３年度 令和４年度令和２年度事業名 社会を生きぬく確かな学力育成事業費

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

当初見込み 校 ８５ ８５担当課名

②英語教育実践リーダーの育成

活動実績事業終了(予定)年度

単位

２０

令和５年度 令和６年度

科目 －

部局名 教育庁
①学力向上支援チームによる学校訪問数

活動実績

当初見込み

事業開始年度 未設定

達成度

達成度 ％

４ 全科目 全科目２ ２

目標値

活動指標及び成果指標設定の考え方

５０ ５０ ５０ ５０ ５０

％ －

実施方法

直接実施

－

評価 評価に関する説明

②CEFR B2レベル相当の英語力のある英
語担当教員（中学校）の割合（英語教育
実施状況調査）

成果実績

事
業
の

必
要
性

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果目標の明確な
達成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

Ａ

・県内小中学校の学力の向上に向けては、新学習指導要領へ
の対応やICTの活用など新たな教育課題に対応しながら、全
県的な学力のレベルアップを図ることが必要である。
・県の役割としては、これらの課題に対応するため、専門的
な知見や先進的な取組みの全県への普及を通じた市町村への
支援が求められている。また、市町村では普段の授業など学
力向上の基礎となる取組みを担い、役割を分担している。

委託・請負

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標（所管部局の分析）

％ －

％

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較
してより効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似の事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行ってい
るか。

Ａ

・学力向上支援チームの活動による好事例を他の学校にも
周知するほか、ICTの活用や英語教育の推進等の取組みに
当たり、好事例やモデル事業の成果を、県内の全ての小中
学校に対して事例集や動画の形で共有することにより、限
られた予算でその成果が全県に波及するよう工夫を行って
いる。

・各教育事務所に学力支援アドバイザーを配置（5名）
し、学力向上支援チームを組織して、年間85校を目標に学
校を複数回訪問（実績：107校、215回）した。
・また、ICT の活用に当たっては８校のモデル事業を実施
するとともに、英語教育の推進については英語教育実践
リーダー（R3は20名）の育成を進めており、概ね見込みど
おり進んでいる。

事
業
の
有
効
性
（

達
成
度
）

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

Ａ

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 －

・全国学力学習状況調査が中止となったため評価できない
が、調査問題等の分析をもとに全小中学校で学力向上アク
ションプランを作成し、授業改善に生かすことができた。
・県学力等調査は、各校の臨時休業後、一定期間内で実施
し、個々の結果をフィードバックすることができた。

事
業
の
効
率
性

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。 Ａ

・県学力等調査は、必要最小限の経費の範囲内で公募型プ
ロポーザル方式により業者を選定している。
・学校の設置者である市町村では、業者テスト等を活用し
ており、県の調査はその補完的な役割を担っている。

４１,７２７ － － －

一般財源 ４７,４０１ ４１,３１０

当初予算額
（単位:千円）

費目
（予算見積書グループ名）

(1)学習向上支援チーム（人件費）

５３０ ５３０
(1)学習向上支援チーム（負担金等） １,４３４ １,０５９

(1)学習向上支援チーム（通勤手当）

７,３８０ ７,３８０

(4)探究型学習の全県共通理解 ９７８ ９５８

計 ４９,８１８ ４１,７２７ － － －

財源内訳
（単位:千円）

国庫支出金

県債

補助 負担 交付 貸付

その他特定財源 ２,４１７ ４１７

(3)ＩＣＴを活用した授業改善 １,４３０ １,４８３

(2)学力向上推進会議

５５９

１,２９６ １,３０６

計 ４９,８１８

(4)探究型学習推進事業費 ３０,２４１ ２３,１６７

(6)新時代の英語教育推進事業費 ５,２８５

(5)科学の甲子園ジュニア山形県予選会 ５５９
(6)グローバル化に対応した英語教育の推進 ３,９７０ ０

(評価基準)
Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:概ね目標どおりの成果、活動見込を概ね達成(80～99%)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(79%以下)

(6)小学校外国語教科化に対応するための講習 ２,０００ ０

新型コロナウイルス感染拡大のため中止

４から２に変更
※理科（小・中）中止のため

新型コロナウイルス感染拡大のため中止



【教育庁 義務教育課】 

 社会を生きぬく確かな学力の育成【拡充】            43,289千円 

○ 変化が激しく将来の予測が困難な社会を生きぬくため、 

 「様々な情報から必要な情報を的確に捉え、主体的に判 

 断する力」や「他者と協働し、生活や社会の中で出会う 

 課題を解決する力」などが求められている。 

○ こうした資質・能力を持つ児童生徒を育むため、主体 

 的・協働的な学びによる確かな学力の育成を図る。 

(1) 学力向上支援チームの設置【新規】    9,344千円 

 ・指導主事と学力支援アドバイザーからなる学力向上支援 

  チームが学校を訪問し、各校の課題に応じた授業改善等 

  の指導・助言を実施する。 
 

(2) 学力向上推進会議の設置【新規】      1,296千円  

 ・外部有識者による県学力向上施策の評価と改善。 

 ・算数・数学及び英語の評価問題の作成、配布、実施。 
 

(3) ＩＣＴ活用による学習活動の充実【新規】 1,430千円 

 ・小４校、中４校の計８校をＩＣＴ教育推進拠点校に指定 

  し、大型提示装置、実物投影機、タブレット等を活用し 

  た効果的な指導法の実証を行う。 

 ・授業公開、実践事例集による指導法の普及。 
 

(4) 「探究型学習」の推進          31,219千円 

 ・各校における「探究型学習」の成果検証のための山形県 

  学力等調査（小５・中２）を実施する。 

 ・各教育事務所で探究型学習地区研修会を開催し、「探究 

  型学習」の充実を図る。 

目  的 事業内容 
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